
個人情報保護方針 

 

当社では、当社の受託するアウトソーシング事業における個人情報の取扱いにおいて、個人の人格

尊重の理念の下に慎重に取扱われるべきものであることに鑑み適正な取扱いを図ること、及び、個人

情報の有用性に配慮しつつ個人の権利利益を保護することを目的とし、日本産業規格（JIS Q 15001

「個人情報保護マネジメントシステム－要求事項」）に準拠した個人情報の保護に関する方針と取扱い

規範（個人情報保護マネジメントシステム）を確立いたしました。個人情報の取扱いに際してはそれ

らを遵守し、個人情報の保護に努めてまいります。 

 

1.個人情報の取得 

 当社は、当社の受託するアウトソーシング事業における給与計算関連業務において、及び従業者の

採用・人事労務管理において、個人情報を取得する場合には、取扱い規範（個人情報保護マネジメン

トシステム）に従って個人情報の利用目的を特定し同意を得たうえで適法かつ公正な手段によって取

得いたします。 

なお、給与計算関連業務においては、委託元との業務委託契約に基づく給与計算関連業務のサービス

提供を利用目的として、委託された個人情報を取扱います。 

 

2.個人情報の利用 

 当社は、上記 1.に基づいて取得した個人情報を利用する際には、特定した利用目的の達成に必要な

範囲でのみ利用いたします。又、特定した利用目的の達成に必要な範囲を超えた個人情報の取扱い（目

的外利用）を行わないよう適切な管理ルールを適用いたします。 

目的外利用を行うこととなる場合、又は利用目的を変更する場合には、予め当該本人へ通知し同意を

得ることといたします。 

 

3.個人情報の提供 

 当社は、上記 1.に基づいて取得した個人情報を以下の場合を除いて第三者に提供することはいたし

ません。 

 （1）本人の同意がある場合。 

 （2）特定した利用目的の達成に必要な範囲内において、当社と守秘義務契約を締結している業務委

託会社等に対して、個人情報の取扱いの全部又は一部を委託する場合。 

 （3）公的機関からの法令に基づく照会等による場合。 

 （4）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困

難である場合。 

 （5）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同

意を得ることが困難である場合。 

 （6）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに

対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることによって当該事務の遂行に支

障を及ぼすおそれがある場合。 

 

4.個人情報の取扱いに関する法令遵守 

 当社は、個人情報の取扱いにあたっては、個人情報の取扱いに関する法令、国が定める指針その他



の規範を遵守いたします。 

 

5.個人情報の安全管理 

当社は、個人情報の取扱いにおいては、当社役員を含む従業者に対して教育を徹底し、個人情報を

正確かつ最新の状態で管理し、個人情報への不正アクセス、個人情報の漏えい、滅失又はき損（紛失、

破壊、改ざん等を含む）を防止するため、厳正な管理の下で安全管理措置を講じるとともに継続的に

見直しを行い、常に最良の状態を維持するよう是正・改善に努めます。 

 

6.個人情報に関する問合せ 

当社は、開示対象となる個人情報について、本人より、利用目的の通知、開示、内容の訂正、追加

又は削除、利用の停止、消去又は第三者への提供の停止等の求めがあった場合には法令に従い適切か

つ速やかに対応いたします。又、個人情報の取扱い、及び取扱い規範（個人情報保護マネジメントシ

ステム）に関する苦情及び相談に適切かつ速やかに対応いたします。 

 

7.取扱い規範（個人情報保護マネジメントシステム）の継続的改善 

個人情報の適切な保護を維持するために、個人情報の取扱い規範（個人情報保護マネジメントシス

テム）を運用して行く上で、監査報告や運用状況の報告、苦情及び相談等の外部からの意見、個人情

報の取扱いに関する法令や国が定める指針その他の規範の改正、社会情勢や国民の認識の変化、技術

の進歩などの諸環境の変化、当社の事業領域・経営状況の変化、社内外からの改善提案などにより、

見直しを加え、取扱い規範（個人情報保護マネジメントシステム）を時代の要請に合うよう継続的に

改善してまいります。 

 

当社はこの方針を文書化し、取扱い規範（個人情報保護マネジメントシステム）の対象となる、役

員を含む全従業者、委託先に周知します。又、一般の人に対してはホームページ、会社案内、掲示な

どでお知らせします。 

以上 
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